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研究成果の概要（和文）：  
 
本研究では、規範についての学際的研究を参照しつつ、組織規範についての診断論的研究の展

開を図った。(a)内部通報についての構成論的研究、(b)リーダーの規範提示に対するフォロワ

ーの受容についての構成論的・実証的研究、(c)自発性発揮にかかわるメタ規範についての理論

的研究、という研究テーマの追究を通じて、組織規範の進化・定着においてはフォロワーの行

為主体性(agency)が重要な鍵となることを実証的に明らかにした。 

 
研究成果の概要（英文）： 
 
This study aims to development of prescriptive studies on organizational norms, 

referring to interdisciplinary studies on norms. I investigated three research themes: 
(a) constructive studies on whistle-blowing; (b) empirical and constructive studies on 
followers’ acceptance of leader’s norm; (c) theoretical studies on meta-norms about 
spontaneity. The results show importance of followers’ agency on evolution of 
organizational norms. 
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１．研究開始当初の背景 
 
 近年、さまざまな組織の不祥事が明るみに
出るにつれて、組織におけるコンプライアン
スの問題がクローズアップされてきた。それ
に伴い、コンプライアンスをめぐる議論も盛
んになってきたが、「～すべき」といった規範
論や、内部統制制度などの具体的な制度設計
論が大半を占めており、経営組織論に根ざし
た診断論的（prescriptive）な研究が十分行
われてきたといえない。また、これまでの議
論では、規範の変革や定着におけるリーダー
の役割の重要性を強調するあまり、フォロワ
ーを起点とした規範の変化や定着という視点
が見過ごされてきた。 
 規範の進化については、進化ゲームやマル
チエージェント・シミュレーションなどを用
いた探求が認知科学・経済学・政治学などに
おいて展開されてきた。だが、現時点ではそ
れらは原理的な水準にとどまっており、階層
やさまざまな制度が埋め込まれた組織内の規
範の分析に適用できる水準での検討はあまり
進んでいなかった。 
 
２．研究の目的 
 

そうした学際的研究の成果を、組織コンプ
ライアンスといった企業組織の経営課題への
適用を図るには、経営組織論に立脚した展開
を不可欠である。そこで、本研究では、上記
のような学際的研究と経営組織論との接合を
図 り 、 組 織 規範 に つ い ての 診 断 論的
（prescriptive）な研究の展開を図ることを
目的とした。具体的には、以下のような３つ
のサブテーマをそれぞれ追究するとともに、
それらの総合を図ることを通じて、フォロワ
ーの自発性が起点となって組織内規範が進化
するプロセスの解明を行った。  

(a)内部通報についての構成論的研究 
(b)リーダーの規範提示に対するフォロワ
ーの受容についての構成論的・実証的  
研究 

(c)自発性発揮にかかわるメタ規範につい
ての理論的研究 

 
３．研究の方法 
 

サブテーマ(a)については、コンピュータ・
シミュレーションによる構成論的アプローチ
と企業でのインタビュー調査とを組み合わせ
ることを試みた。すなわち、コンピュータ・
シミュレーションのモデル及びその結果を紹
介しつつ、内部通報の現状認識について企業

の実務担当者とディスカッションを行った。 
サブテーマ(b)に関しては、実証研究を進め

る領域として、近年話題になることが多い経
営理念の浸透に対象を絞り、経営理念の浸透
に注力している複数の企業へのインタビュー
調査を行った。その上で、複数の企業で質問
紙調査を実施し、その分析を行った。 
また、サブテーマ(a)のモデルの一部を転用

することによってサブテーマ(b)に関するモ
デルの構築も行った。 
サブテーマ(c)については、組織における自

発性発揮が組織の境界への働きかけになりう
ることから、システム境界についての有力な
議論であるルーマンの社会システム理論を中
心に据えた理論研究を行った。また、認知科
学で注目されている「心の理論」及び志向性
に注目し、それを組織論に取り入れる枠組み
を検討した。 
 
４．研究成果 
 
研究の目的で挙げた３つのサブテーマごと

に研究成果を紹介する。 
 
(1)内部通報についての構成論的研究 
内部通報についての定性的研究のレビュー

をもとにモデルに取り込む要素の特定を行い、
シミュレーション・モデルを構築した。次に、
モデルでのシミュレーション結果を示しつつ、
内部通報の現状や特性について実務家とディ
スカッションを行ったが、残念ながら現実を
反映した納得性の高いモデルであるとの評価
は得られなかった。 
しかし、そうした実務家の議論を通じて組

織成員間の相互参照関係の重要性が確認され、
それを踏まえてサブテーマ(b)でのシミュレ
ーション・モデルの構築を行うことができた。  
また、シミュレーション・モデルを題材に

実務家と対話することを媒介に、現状につい
てのインタビューを行うという新しい手法は、
具体的な事例についてのインタビューが難し
いコンプライアンス研究においては、今後応
用していくことのできるものと評価できる。 
 
(2)リーダーの規範提示に対するフォロワー
の受容についての構成論的・実証的研究 

 研究の方法で示したように、近年話題にな
ることが多い経営理念の浸透に対象を絞った
調査の分析を行った。 
まず、高尾・王・高(2009)では、1 社での

質問紙調査の分析をもとに、経営理念の浸透
次元の特定を行い、表 1の因子分析結果から、
理念の行動への反映、理念の深い理解、理念



への共感という 3 次元を抽出した。先行研究
では、理念の浸透が内容の理解と行動への反
映という 2次元で捉えられてきたのに対して、
理念への共感という次元を新たに示したこと
が重要の成果といえる。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 1 経営理念浸透の因子分析結果 

 

さらに、重回帰分析を用いて、それらの次元
ごとに影響要因の推定を行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  表２ 経営理念浸透の重回帰分析結果 
 

次に、高尾・王(2011)では、組織理念浸透
に関する理論基盤として近年の組織ルーティ
ン論を参照できることを示すとともに、2 社
での質問紙調査のデータを用いて、浸透の 3
次元構造の頑健性を確認した上で、3 次元間
の関係性とともに、浸透への影響要因につい
て共分散構造分析を用いた検討を行った。 
 3 次元間の関係については、共感次元の重
要性が確認されるとともに、図 1 のように、
行動への反映を通じて内容への深い理解が促
進されるという結果が得られた。従来の研究
では、理解の深化の延長線上に行動への反映
が位置づけられていたことから、行動への反
映を契機とした理解の深化という本研究の実
証結果は、経営理念研究、ひいては組織文化
論を含む組織における価値に関連した研究に
対してもインパクトを持ちうるものであると
思われる。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

図１ 経営理念浸透の共分散構造分析 

この結果は、組織成員（フォロワー）自身
の共感、さらには経験に基づく解釈に基づい
てはじめて、経営理念が組織に浸透しうるこ
とを示しており、組織成員の行為主体性
(agency)の重要性を改めて浮き彫りにしたも
のと解釈できる。 
 質問紙調査による実証研究全体へのインプ
リケーションとして、経営者（リーダー）が
経営理念といった組織規範を規定するとして
も、それが組織に定着するためには、組織メ
ンバー（フォロワー）が自発的に組織規範を
引き受けることが必要であることが示されて
いるといえる。 
 
 次に、先に言及した、サブテーマ(a)のモデ
ルの一部を転用することに構築したサブテー
マ(b)に関するシミュレーション・モデル及び
その分析結果について述べる。 
 高尾(2010)では、サブテーマ(a)でのインタ
ビュー結果を踏まえて、図 2のような複数の
規範間の参照関係、組織メンバー間の相互参
照関係、リーダーの規範遵守に対する態度の
参照の影響についてモデル化を図った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２ 規範遵守の相互参照モデル 

 
 シミュレーションによって得られた結果で
最も興味深かったものとしては、リーダーが、
遵守する規範をあえて絞って働きかけようと
していた場合に、リーダーが絞り込んだ状態
以上に規範遵守が達成されることがありうる
ことが示されたことである。これは経営組織
論の古典であるバーナードで示されている、
司法的方法を示唆するものであったと解釈で
きる。 
 
(3)自発性発揮にかかわるメタ規範について
の理論的研究 
組織コンプライアンスといった組織規範に

対し、それにかかわる自発性発揮についての



組織内規範は一種のメタ規範と位置づけられ
る。そうした、メタ規範が問題となる具体的
な状況として内部通報を取り上げ、理論的考
察を行った。 

また、サブテーマ(b)で言及した組織メンバ
ー間の規範遵守の相互参照では、組織メンバ
ー間の意図の読み合いといった志向性が問題
となりうることから、志向性が闇雲に高次化
しないようにするための組織マネジメントの
必要性を高尾(2009)で素描した。 
 

最後に、以上の研究成果の経営実践に対す
るインプリケーションを検討する。第一に、
組織規範を経営者（リーダー）サイドから一
方的に押しつけようとすることは、必ずしも
効果的ではないということである。したがっ
て、組織メンバー（フォロワー）の自発的な
受容を促進する方法を検討することが重要な
鍵となる。 

第二に、場合によってはリーダーが完璧主
義的な態度をフォローに示さない方がむしろ
規範の遵守が促進されることがありうるとい
うことである。 

以上のような含意はまったく新しいもので
はないとはいえ、質問紙調査を通じた実証研
究及び構成論的研究といった、客観的なアプ
ローチから導かれたことは、組織コンプライ
アンスをはじめとした組織規範に関する研
究・実践にとって重要な意味をもつと考えら
れる。 
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